
第 節 最近の本県の経済動向

最近の本県経済の概況

実質経済成長率の推移

本県における経済成長率（実質）は、全国とほぼ連動した動きをしており、

平成 年度は 年連続のマイナス成長になるなど、ここ 年間は低い成

長率が続いています。



平成 年度の経済活動別県内総生産

平成 年度の県内総生産は、名目で 兆 億円、実質で 兆 億円

となり、経済成長率は名目で ％、実質で ％と、 年連続のマイナ

ス成長となっています。



平成 年度の県内総支出（名目）

平成 年度の県内総支出は、 兆 億円で、対前年比で ％の減少と

なっています。全体の 割を占める県内総資本形成が、対前年比で ％の

減少となっています。



産業別生産額増加寄与度の推移

ここ 年間の産業別生産額増加寄与度をみると、本県経済の牽引役であっ

た建設業の比重は相対的に小さくなってきていましたが、平成 年度、平

成 年度にはマイナスに大きく寄与しています。一方、サービス業や卸・

小売業の寄与度における比重は高くなっています。



政府及び本県の経済対策一覧

バブルの崩壊以降、政府は従来型公共事業による大型の経済対策を講じて

きましたが、平成 年 月発足した小泉内閣からは、構造改革の推進に伴い、

従来型の経済対策は実施されず、その規模も比較的小さいものとなってい

ます。

建設業業況判断 の推移

本県においては、国の経済対策が実施されると建設業の業況判断 が

好転の動きを見せる傾向がありましたが、ここ 年間の推移をみると大幅

に好転するという動きではなく、悪化に歯止めをかける程度の影響にとど

まっています。



名目経済成長率と建設業の寄与度の推移

本県経済においては、建設業の生産増加が本県経済を下支えする構造が認

められていました。ここ 年間における本県経済成長への建設業の寄与度

は低下傾向にありますが、平成 年度、平成 年度の寄与度は高くなって

います。



個人消費の動向

大型小売店売上高の推移

本県における大型小売店売上高は、平成 年以降対前年比マイナスとなっ

ています。平成 年はプラスに転じましたが、平成 年には再びマイナスと

なり、まだ消費は低迷している傾向にあります。

乗用車（軽乗用車を含む）新車登録・届出台数の推移

本県における耐久消費財の動向として乗用車（軽乗用車を含む）新車登録・

届出台数の対前年比の推移をみると、自動車の規格の改正や消費税引き上げ

前の需要等による増加要因はあったものの、総じて低い状態で推移しており、

平成 年、平成 年はマイナスになっています。



鉱工業生産の動向

青森県の鉱工業生産主要業種の推移

本県における鉱工業の生産動向を主要業種の鉱工業生産指数からみると、

全国の動向と同様に電子部品、一般機械の増減が鉱工業の生産動向に大きく

影響を及ぼしています。

全国の鉱工業生産主要業種の推移

全国における鉱工業の生産動向を主要業種の鉱工業生産指数からみると、

特に電子部品、一般機械の増減が鉱工業の生産動向に大きく影響を及ぼして

います。



鉱工業生産指数の推移

本県における鉱工業生産指数の推移をみると、平成 年中期をピ クに下

降した後低調に推移し、 年下期を境に上向きに転じておりその動向は全国、

東北とほぼ同様の動きをしているものの、総じて本県が低い水準にあります。

製造品出荷額の伸び率の推移

本県における製造品出荷額の伸び率は、ここ 年間ではプラス・マイナス

を繰り返していますが、平成 年から平成 年、平成 年から平成 年、平

成 年は本県の伸び率が全国を上回っています。



製造品出荷額の構成比の推移

製造品出荷額の主要業種別構成比の推移をみると、電気機械の構成割合が

高まっており、食料品の割合が低下しています。その他の業種はほとんどそ

の構成割合に大きな変化は見られません。



建設投資の動向

建設投資額の伸び率の推移

本県における建設投資額（出来高ベース）の伸び率は、ここ 数年の推移

をみると低下傾向にあるものの、総じて全国を上回る伸び率となっています。

建設投資額の構成比の推移

建設投資額を発注主体別にみると、本県の公共工事は過半数を占めており、

全国に比べて高い構成割合となっています。特に、公共土木はここ 数年で

その構成割合が高まっており、平成 年度、平成 年度は ％を超えています。



公共・民間別建設投資額の伸び率の推移

公共・民間別の建設投資額の伸び率は、公共工事については平成 年度の

国の経済対策による大規模公共投資の実施を除き、本県、全国とも平成 年

度をピークに伸び率は低下傾向にあります。

民間工事については、総じて低下傾向にあるものの、平成 年度の住宅ロー

ン減税や低金利効果等により、平成 年度、平成 年度には本県では特に高

い伸びを示しています。

新設住宅着工戸数（対前年比）の推移

新設住宅着工戸数の対前年同期比は、バブル崩壊に伴う平成 年の大幅な

落ち込みや平成 年 月の消費税導入に伴う落ち込みを除いても、ここ 数

年総じて低下傾向にあります。



雇用の動向

有効求人倍率の推移

本県における有効求人倍率は、わが国経済の成熟化に伴い平成 年、平成

年には 倍台まで上昇したものの、バブルの崩壊に伴う経済不況後 倍

台まで低下し、毎月公表される有効求人倍率は、平成 年 月以降、連続全

国最下位で推移し厳しい雇用情勢が続いています。

一般（常用）の求人・求職者数の推移

本県における一般（常用）の求人・求職者数は、昭和 年度頃までは求人

数は 万人程度で推移してきましたが、その後大幅に増加し平成 年度

には 万 千人でピークを迎え、平成 年度以降は 万人台に減少しその後

も減少傾向にあります。一方、求職者数は、昭和 年代から平成初期まで減

少した期間を除き増加していましたが、平成 年度には再び減少に転じ 万

人台で推移しています。



パートタイム（常用）の求人・求職者数の推移

本県におけるパートタイム（常用）の求人・求職者数は、昭和 年度以降

求人・求職者数ともに増加傾向にあります。平成 年度は、求人が前年より

増加した一方、求職者は減少しました。

新規高等学校学卒者の求人・求職者数の推移

本県における新規高等学校学卒者の求人数・求職者数は、平成元年度から

平成 年度までは県内求人数が求職者数を上回っていましたが、平成 年度

以降は逆転し求人数も減少傾向にあります。また、県外求人数は平成 年度

の 万 千人台を境に大幅に減少し、平成 年度以降は 千人以下となって

います。



新規高等学校学卒者の県内求人倍率の推移

新規高等学校学卒者の県内求人倍率は、平成 年度の 倍をピークに平

成元年度から平成 年度までは 倍を上回っていましたが、平成 年度以降

は 倍を下回り、その後も低下傾向にあります。

新規高等学校学卒者の県内就職率と県内就職者数の推移

新規高等学校学卒者の就職者は、昭和 年度の 万 千人台から平成 年

度には 千人を割っており、県内就職者数も減少傾向を示しています。県内

就職率は、平成以降総じて増加傾向にありましたが、平成 年度以降減少が

続いています。



新規高等学校学卒者の就職内定状況の推移

新規高等学校学卒者の就職内定状況の推移をみると、就職希望者数は減少

傾向にあり、平成 年度（平成 年 月末現在）は、県内希望者数が減少し

た一方、県外希望者数が増加しました。就職内定率は低下傾向にあるものの、

平成 年度は県内内定率、県外内定率とも上昇しました。



企業倒産の動向

県内企業倒産の推移

本県における企業倒産件数は、ここ 数年では総じて増加傾向にあります

が、平成 年と平成 年は減少しました。不況型倒産比率は総じて増加傾向

にあります。

業種別倒産件数の推移

業種別の倒産件数は、建設業の占める割合が高く、倒産件数も総じて増加

傾向にあります。次に、小売業、サービス業の倒産件数が多くなっています。



企業の景況感の動向

業況判断 の推移

日本銀行青森支店の県内企業短期経済観測調査の業況判断 によると、

企業の景況感は平成 年以降持ち直しの傾向をみせているものの、依然と

して悪いと思う企業の割合が多くなっています。

業種別業況判断 の推移

業種別に業況判断 の推移をみると、製造業は平成 年 月を底として、

概ね持ち直し傾向にあり、平成 年 月には 年半ぶりにプラスとなりまし

た。非製造業は平成 年から平成 年にかけて緩やかに下降し、その後は

ほぼ横ばいの動きとなっています。



小企業業況判断 の推移

国民生活金融公庫青森支店の小企業業況判断 をみると、平成 年

月期に大きく落ち込んだものの、その後元の水準まで回復しています。し

かし、全体としては非常に低い水準で推移しています。



景気動向指数の動向

景気動向指数の動きをみると、平成 年 月以降拡張局面にあった本県の

景気は、 年 月に景気の山（暫定）を迎え、後退局面に入りました。 年は

一致指数が一貫して ％を下回る状況が続いていましたが、 年に入ると

％を上回り始め、 年 月に景気の谷（暫定）を迎えました。

全国の景気動向指数については、 年 月に景気の山、 年 月に景気の

谷が設定されています。

青森県の景気動向指数（一致指数）の推移



全国の景気動向指数（一致指数）の推移

青森県の累積景気動向指数

景気動向指数は、経済活動に関する指標を つの系列（先行指数、一致指

数、遅行指数）に分けて指数化したもので、 ％を起点として、指数値が

％を上回れば拡張期、 ％を下回れば後退期となります。なお、景気の

山とは景気が拡張局面から後退局面に転換した点、景気の谷とは景気が後

退局面から拡張局面に転換した点を指します。



第 節 主要産業等の動向

農林業の動向

生産及び価格の推移

農業の動向

平成 年を とした農業生産指数は、野菜が各年ともに を下回って

おり、特に平成 年には、記録的な冷害により米の生産が大打撃を受けま

した。

農業産出額は、各区分とも昭和 年から平成 年にかけて、年々増加を

続けていましたが、 年からは米の生産の減少が影響し合計額は減少して

います。

水稲、野菜、りんごの収穫量及びりんごの販売価格は、水稲は昭和 年

及び平成 年に気象災害の影響で、収穫量が大きく減少しており、りんご

については台風 号の影響で平成 年に収穫量が減少し、品薄感から産地

価格及び市場価格が高値を示しています。



花きは、作付面積、生産額ともほぼ横ばいに推移しており、平成 年に

比較すると最近は、作付面積では 倍、生産額では 倍に増加しています。

家畜の飼養頭羽数は、平成 年までは各区分とも年々増加しましたが、

輸入肉や 問題の影響、また飼養者の高齢化、後継者不足により、平成

年以降は伸び悩んでいます。



林業

木材の需給は、平成 年以降住宅着工戸数が減少するなど、景気停滞の

影響から需要、供給ともに減少を続けています。

また、きのこ類等特用林産物の生産額は、気象状況に大きく左右される

ものの、きのこ類は、平成 年をピークに減少しています。



農家総所得の推移

農家の経済についてみると、農家所得が大幅に減少しており、内訳では

農外所得が大半を占めており、そのために農業依存度が減少しています。

農家人口、農家戸数を見ても青森県、全国ともに減少していることから、

農業離れが進んでいます。

経営規模別にみると、合計で大幅に減少しており、中でも 未満の農

家の戸数が大きく減少しています。



農業就業者人口を年齢別にみると、 歳以上が年々増加する一方で、

歳 歳及び 歳 歳が減少しており、高齢化が着実に進行しています。



水産業の動向

生産量及び生産額の推移

生産量

漁業生産量は、昭和 年をピークに年々減少し、平成 年からは昭和

年の生産量を下回っています。中でも沖合漁業の減少が大きく影響してい

ます。

生産額

総生産額は平成 年をピークに年々減少し、平成 年からは昭和 年を

下回っています。特に、沖合漁業及び遠洋漁業の減少が大きく影響してい

ます。



漁業経営体と漁家所得の推移

漁業経営体

漁業経営体数は、年々減少しており、特に沿岸漁業層が大きく減少して

います。

漁業就業者

漁業就業者数についても、漁業経営体数と同様に減少傾向にあるものの、

男性の 歳以上の就業者数が増加しています。



漁家所得

漁家所得についてみると、近年は漁業依存度は ％前後で推移している

ものの、漁業所得は 万円を下回っています。特に漁業外所得が平成

年以前に比較し、大きく減少しています。



製造業の動向

製造業総生産等の推移

県内総生産の伸びに対して、製造業の総生産の伸びは、ほぼ同様の傾向

を示しています。平成 年度の 不況による製造業の総生産はマイナ

ス ％となり、平成 年度についてもマイナス ％となり、総生産に

大きな影響を与えています。

製造品出荷額の構成割合については、食料品、電気機械・情報通信・電

子部品が増加し、窯業・土石が減少しています。



また、事業所数と従業員数をみると、ともに年々減少しており、従業者で

はピーク時と比較すると 人、事業所数は 事業所減少しています。

平成 年と平成 年の比較で、事業所数と従業員数の増減を産業類型別に

みると、生活関連・その他は、 事業所、 人の減少、基礎素材型では、

事業所の減少、 人の増加、加工組立型は、 事業所の減少、 人の増加

となっています。



電気機械・情報通信・電子部品製造業の推移

製造業の出荷額の増加率は、食料品及び飲料 飼料の寄与度が減少したた

めに、平成 年までは年々低下し、平成 年以降は電気機械・情報通信・電

子部品の寄与度の増減によって製造業の出荷額の増加率も変動しています。

電気機械・情報通信・電子部品製造業の出荷額の構成割合をみると、昭和

年は、電気音響機械器具が大きなウェートを占めていましたが、平成 年

以降は、電子計算機・パーソナルコンピュータ・記憶装置製造業が大きな

ウェートを占めています。



また、電気機械器具・情報通信・電子部品製造業の出荷額の内訳を全国、

東北と比較してみると、本県は、全国、東北に比べて、電子計算機・パーソ

ナルコンピュータ・記憶装置製造業や半導体素子、ビデオ機器の割合が大き

く、集積回路の割合は小さくなっています。

東北各県ごとに電気機械・情報通信・電子部品製造業の出荷額をみると、

福島県の出荷額が最も多く、本県は昭和 年から平成 年まで出荷額が最も

少なくなっています。



企業誘致の推移

本県の製造業において誘致企業が占める割合は、出荷額、従業員数、工場

数ともに増加傾向にあり、特に出荷額は 割に迫る勢いとなっています。

誘致企業の製造品出荷額の県内製造業に占める割合をみると、平成 年に

大幅に減少しましたが、平成 年度には回復しています。ただし、全体の出

荷額は、ほぼ横ばいとなっています。





業種別で誘致企業をみると、電気機械が 企業と最も多く、次いで衣服・

その他繊維製品が 企業となっています。

平成以前は衣服・その他繊維製品が誘致企業の大半を占めていましたが、

平成に入ってからは、電気機械が大半を占めています。



製造業の労働生産性の推移

製造業の労働生産性は、昭和 年代は全国の ％の水準でしたが、昭和

年代からは低下し ％台の水準となっています。

業種別にみると、パルプ・紙が 万円と最も高く、次に石炭・石灰が

万円となっており、中でもパルプ・紙は全国に対しても高い水準を示

しています。



建設業の動向

建設工事の推移

本県の建設工事費総額は、平成 年まで年々増加していましたが、平成

年からは減少傾向にあり、平成 年度は、平成 年度の ％の水準となっ

ています。

全国の建設工事費総額は平成 年をピークに年々減少しており、平成

年度は、平成 年度の ％の水準となっています。



建築物の推移

最近は、着工建築物数、床面積、工事費予定額のすべてで居住専用建築

物が減少しています。

建設業者の推移

建設業者の数は、増加傾向にあり、平成 年は資本金 千万円以上の企業

が減少したほかは、全て増加しています。



建設業の財務指標と財務比率

本県の建設業の財務指標と財務比率を全国と比較してみると、一般管理

費比率が高くなっています。また、企業の長期的な安全性を示す総資本対

自己資本比率が前年度より増加しています。



商業の動向

小売業の推移

小売業の商店数・従業者数・年間販売額

本県の小売業の商店数・従業者数・年間販売額をみると、商店数は平成

年以降減少し続けています。一方、従業者数は年々増加しています。年

間販売額については、 年からマイナスに転じています。

商店当たりでみると、従業者数、年間販売額とも増加しているものの、

従業者 人当たりの年間販売額は減少しており、経営環境は厳しさを増し

ています。

次に、従業者規模別にみると、全体の ％を占めている 人の規

模の合計が年々減少を続けています。

法人・個人別では、法人は平成 年まで増加を続けましたが、 年は減

少しました。個人は昭和 年と比較すると半分以下に減少しています。





業態別の商店数・年間販売額

小売店の商店数を業態別にみると、平成 年では対面販売店が全体の

割を占め、セルフ販売店は約 割となっています。

年間販売額をみると、平成 年では対面販売店は全体の ％、セルフ

販売店は ％となっており、 年と比べると ％のマイナスとなって

います。



大型店の出店届出件数等

県内の大型店の出店届出件数は、平成 年度は 件でしたが、平成 年

度は 件、平成 年度は 件、平成 年度は 件となっています。

大規模小売店舗件数・店舗面積をみると、県全体で 件、

となっています（平成 年 月 日現在）。青森市、弘前市、八戸市の

市で件数、面積とも県全体の 割以上を占めています。



卸売業の推移

商店数・従業者数・年間販売額をみると、それぞれ平成 年に増加したも

のの、 年は減少に転じました。

商店当たりでみると、従業者数はほとんど変わらないものの、年間販売

額は平成 年以降減少し、従業者 人当たりの年間販売額も減少しています。

卸売業の商店数を従業者規模別にみると、 人までの規模が 割以上

を占めています。また、個人企業、法人企業とも減少しています。



次に、業種別にみると、商店数は、化学製品、鉱物・金属材料、家具・建

具・じゅう器を除き減少しています。

販売額では、鉱物・金属材料、その他は増加しているものの、繊維品、各

種商品は平成 年に比べて大幅に減少しています。





サービス業の動向

サービス業の総生産額の推移

本県のサービス業の総生産は、年々増加しており、県内総生産に占める割

合は ％に達しています。

構成割合では、営利サービスが約 割を占めています。



また、名目経済成長率への寄与度は、比較的高い水準で安定しており、サー

ビス業は本県経済を支えている業種の一つと考えることができます。

サービス業の事業所数の業種別構成比を全国と比較してみると、本県は

洗濯・理容・浴場業 、 その他の生活関連サービス業 、 旅館、その他

宿泊所 、 社会保険、社会福祉 が高くなっています。

また、対個人サービスや対事業所サービスの構成割合が全国より高く、

社会サービスが全国より低くなっています。



事業所の増減をみると、 社会保険、社会福祉 、 医療業 が大きく増加

している一方、 旅館、その他宿泊所 は減少しています。

従業員数では 医療 、 その他のサービス業 、 社会保険、社会福祉

が大きく増加している一方、 協同組合 、 旅館、その他宿泊所 は減少し

ています。



情報サービス業の売上高の推移

情報サービス業の売上高は、年々増加しておりましたが、平成 年に減少

に転じています。

事業所数は平成 年をピークに減少から横ばい傾向にありますが、従業者

数は平成 年をピークに減少傾向になっています。



業務業種別に売上高をみると、受注ソフトウェア開発が約 割を占めてい

ます。



契約先産業別年間売上高の構成比をみると、 他の同業者 、 公務 、 製

造業 の割合が高くなっており、平成 年は前年に比べ 公務 と その他

の割合が減少しています。

従業者 人当たりの売上高は 万円で、全国平均の ％となってい

ます。



観光の動向

観光客入込数及び観光消費額の推移

県全体の観光客入込数をみると、観光客総数は年々増加していますが、

平成 年は、前年に比べ県内客は減少したものの、東北新幹線八戸駅開業

により、県外客が大幅に増加し、宿泊客も増加しています。

次に県全体の観光消費額をみると、合計では平成 年から 年までは減

少していましたが、 年から増加に転じ、 年は大きく増加しました。内

訳を費目別にみると、 年は宿泊費、買物・土産費、域内交通費、その他

の経費（飲食娯楽費、観光施設入場料等）全てにおいて前年より増加して

おり、新幹線開業により県外客が増加したことが影響しているものと考え

られます。



自然公園観光客の推移

自然公園の観光客入込数は、平成 年以降増加傾向にあり、特に平成

年に大きく増加しております。

入込数の内訳をみると、平成 年は各公園とも増加しておりますが、特

に十和田八幡平国立公園が大きく増加しています。



主要行催事観光客数の推移

平成 年の主要行催事の観光客数は、ほとんどの行催事で入込が前年よ

り増加しており、特に前年桜の記録的な早咲きで人出が落ち込んだ 弘前

さくらまつり（対前年比 ％） や、新幹線開業駅の地元八戸市の 八戸

三社大祭（ ％） や えんぶり（ ％）、開催期間が 日間延びた

十和田湖冬物語（ ％） で大きく増加しています。



交通・運輸の動向

貨物輸送の推移

平成 年度の貨物輸送量（県内間輸送を含む）は、青森県発、着ともに

前年より減少しています。

本県発他県着の貨物輸送量（県内間輸送を除く）について、相手地域別

にみると、海運が中心の北海道が最も多く、次いで自動車輸送が中心であ

る秋田県、岩手県となっています。



他県発本県着の貨物輸送量について、相手地域別にみると、海運が中心

の北海道が最も多く、次いで、自動車が中心の宮城県、岩手県となってい

ます。

次に品目別にみると、本県発では鉱産品が最も多く、次いで化学工業品、

軽工業品となっています。本県着では化学工業品が最も多く、次いで軽工

業品、金属機械工業品となっています。



平成 年度の外国貨物の港湾での輸出入については、輸出では、金属機

械工業が 千トンで全体の ％を占め最も多く、次いで特殊品、鉱産

品等となっています。輸入では鉱産品が 千トンで全体の ％を占

め最も多く、次いで林産品、農水産品等となっています。

旅客輸送等の推移

旅客輸送

本県発他県着の旅客輸送は、平成 年度で 万人となっており、

都道府県別では、岩手県が 万人と最も多く、次いで秋田県が 万人、

東京都が 万人となっています。



一方、他県発本県着の旅客輸送は、平成 年度で 万人となっており、

都道府県別では岩手県が 万人と最も多く、次いで秋田県が 万人、

東京都が 万人となっています。

また、輸送機関別では、本県発・着ともに自動車輸送が全体の約 割を

占めています。

高速バスの利用状況

高速バスの輸送実績は、平成 年をピークに平成 年まで減少が続き、

年、 年と 年連続増加したものの、 年以降再び減少に転じ、特に

年は対前年比マイナス ％と大きく減少しています。

東北新幹線八戸駅開業による鉄道のアクセス向上が影響しているものと

考えられます。



航空機の利用状況

航空機の旅客動向では、青森・三沢空港合計の利用者数は平成 年度

をピークに平成 年度以降減少しており、特に平成 年度は対前年比マイ

ナス ％と大きく減少しています。



次に、航空貨物の動きをみると、平成 年度をピークに、 年度は減

少しましたが、 年度以降青森空港の取扱量が伸びている影響で増加し

ています。

また、国際貨物の動きをみると、平成 年度をピークに減少傾向にあ

ります。



情報通信の動向

通信業の推移

通信業の産出額計に占める割合は、年々増加しており、平成 年度で

％となっています。通信業の産出額の増加率は 年度以降プラスが続い

ていましたが、 年度からマイナスに転じ、 年度はマイナス ％となっ

ています。

また、通信業の事業所数、従業者数は、ともに増加しており、特に事業

所数、従業員数とも 電気通信に対する付帯サービス業 が大きく増加し

ています。



郵便物及び通信・映像関連メディアの推移

郵便物数

郵便物数（通常郵便物と小包郵便物の合計）は、平成 年度をピークに

年度まで減少し、 年度に増加したものの、 年度から再び減少しま

した。



通信関連メディア

インターネットを中心に急速な拡大を続け、それに伴ってインターネッ

トプロバイダ等の第二種電気通信事業者（自らは回線を設置しないで、

等の第一種電気通信事業者から回線を借りる形で電気通信を行う

事業者）が近年大幅に増加し、平成 年には 事業者となっています。

ブロードバンド・インターネットの普及状況をみると、 、ケーブ

ル・インターネットとも年々増加を続けています。



映像関連メディア

映像関連メディアの普及状況をみると、衛生放送、 ともに年々

増加を続けています。衛生放送では、平成 年度から 年度の 年間で

約 倍となっています。

また、 は、 年度から 年度の 年間で約 倍となっています。

情報サービス産業の現状

平成 年の規模別従業者数の構成比をみると、本県では 人規模

が ％を占め、次いで 人規模、 人規模となっています。全

国では 人以上の規模の事業が ％、次いで 人規模、

人規模となっています。



平成 年の情報サービス産業における従業者 人当たりの売上高は、

万円と全国平均 万円の ％となっています。

また、全国では 人以上の規模の事業所が合計を大きく上回っているこ

とから、 人以上の規模の事業所では付加価値のより高い情報サービスが

行われていることがうかがわれます。



金融の動向

金利の推移

公定歩合は、平成 年 月以降順次引き下げられ、現在 ％となってい

ます。短期プライムレート（最優遇貸出金利）及び長期プライムレートも

年 月をピークに低下傾向にあります。

郵便貯金残高と銀行預金残高の推移

郵便貯金残高については、本県及び全国とも平成 年から減少に転じてい

ます。銀行預金については、本県及び全国のいずれも増加傾向にあります。



銀行貸出金残高の推移

銀行貸出金残高については、本県においては増加傾向にありますが、全国

的には、平成 年から減少に転じています。

信用保証協会保証債務残高の推移

信用保証協会保証債務残高については、中小企業が利用するケースが多い

ことから、長期的な景気の低迷を背景に全国よりも本県における増加が著し

くなっています。全国では平成 年から、本県では 年から減少に転じてい

ます。



預金残高の推移

預金残高については、本県における増加率が全国の増加率を上回って推移

しています。

個人・法人別銀行預金残高の推移

個人の銀行預金残高については、本県及び全国とも増加傾向にあります。

法人の銀行預金残高については、本県で平成 年から減少傾向にあり、全国

で 年に増加しています。




